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はじめに

　├民の声は神の声」と言われたように、デモク

ラシーを論じる際に「パブリック・オピニオン」

ほど、重要な規範的概念はない。この概念は革命

とともに、近代市民社会の成立において理性の

市 民
ブルジヨワ

による合理的な議論を通じて意見・意思の

形成である「輿論」としてみなされてきた。こう

したコミュニケーションの条件を総括するものを、

「政治的公共圏」（ハーバマス）とも呼ぶ。ハーバ

マスによれば、このような政治空間は 18 世紀の

イギリスではコーヒーハウス、フランスではサロ

ンにおいて現れる「市民的な読書公衆」によって

形成されていた。しかし、近代のマ
０
ス
０
メディアの

発展によって公的領域と私的領域が統合・同化さ

れることで「議論は傾向的には消費へ転化し、こ

うして公共的コミュニケーションの連関は、どれ

ほど画一化されたものにせよ、孤立化された受容

行為へと崩壊していく」（Habermas 1962＝

1994：217）、という公共圏の構造転換・衰退が起

こった。とくに第一次大戦の勃発、すなわち総力

戦体制の登場を契機として、指導者への熱狂的な

拍手と歓呼で国民が共感を相互確認する極めて効

率的な参加民主主義である「ファシスト的公共

性」（佐藤 2003）によって、今日に至っては先述

したハーバマスが提起した「輿論」が死滅し、現

代は大衆的感情が先行する「世論」となり、「輿

論の世論化」が起きている時代とも言える。

　以上のように、パブリック・オピニオンを歴史

的文脈から方法論的に二つの意味を区分すること

ができる。第一の意味として「合理的な議論を通

じて意見・意思の形成」を「輿論」として捉え、

それに対して主に「大衆的感情のもとに形成され

た意見」は「世論」を指す。とくに後者の場合、

より巧妙に大衆的感情＝「世論」を捉えることに

よって、政策決定に有効な働きを求める社会心理

学的アプローチの「世論研究」が登場した。しか

しそれは「世論」を「客観的・科学的」という外

装を被い、さらに広報と宣伝技術の発達によって、

「輿論」に見せかけながら、大量生産されてきた。

その主旨はいわば、「民衆による統治」ではなく、

「民衆を統治する」という転換のプロセスが進ん

でいると考える。したがって、本稿の目的は、か

つてマルクスが国民経済学＝ブルジョアジーの経

済学を批判したように、今日のような「創られた

輿論」を支える「世論研究」（とくに社会心理学

的アプローチ）、すなわち社会心理学のキーワー

ドである「ステレオタイプ」から展開する「プロ

パガンダ」「アジェンダ設定」「世論調査」という

三位一体の世論研究を批判することである。それ

らの批判を踏まえた上で「世論研究の構造転換」

を目指した視点を提示していく。

1．世論としてのステレオタイプ

　前述した「輿論の世論化」にともない、大衆社

会といわれる社会体制が形成されることで、十分

な情報を持ち、合理的な判断を下す能力を備える

人々は、きわめて少数である。大
マ

衆
ス

が物事に対し

て常に先入観・感情に動かされ、結論を先行して
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いるともいえよう。こうした大衆デモクラシーの

問題点を最も鋭く指摘したのはアメリカのジャー

ナリストであるウォルター・リップマンであり、

彼が提起した社会心理学のキーワードでもある

「ステレオタイプ」は、世論を論じるには最も重

要な概念である。

1Ё1　ステレオタイプと擬似環境

　リップマンによって 1922 年に出版された『世

論』では「どんな人でも、自分の経験したことの

ない出来事については、自分の思い描いているそ

のイメージが喚起する感情しかもつことはできな

い」（Lippmann 1922＝1987：27）という命題か

ら、このような頭の中の画像を「ステレオタイ

プ」と呼び、これを通して認識する外界環境を

「擬似環境」と命名している。しかも、人々は現

実に起こることよりも先に「擬似環境」に反応・

行動し、逆に行為の生じる現実の環境に作用する

という。以上のようなことをリップマンは「世論

の分析」の起点だと言っている。

　ここでは、とくに彼がいう「ステレオタイプ」

に注目する。社会心理学では「ステレオタイプ」

を現実とは何の関係もないものと捉え、「それら

は世論に影響させるために偽りの現実像を提示し

ているだけ」（Key 1989＝1991：123）だと言及

する一方で、他方ではそれは紋切型といわれるほ

どでなく、むしろ「選択的で、可変的で、そして

議論のある説明である」（McGarty, Yzerbyt ＆

Spears 2002＝2007）と捉えることで「ステレオ

タイプは真実の核心を有しているかもしれない」

（Allport 1958＝1961：167）。もちろん、「ステレ

オタイプ」が持つ二重性はリップマンも見落とし

てはいない。彼は必ずしもステレオタイプを軽醱

的に見ているのではなく、むしろいかなる時代に

も溢れている情報から人間自身がより複雑な外在

の環境を理解するために、思考の経済化に役立つ

方法である、とみなしている。したがって、ステ

レオタイプを通すことで「忙しい生活のなかで時

間の節約」と「社会における自分の立場を守る」

というメリットがあるという。

　とはいえ、『世論』を通してリップマンは、情

報を受けとる側だけではなく、伝える側としての

ジャーナリストもまた「自分が主観的なレンズを

通して世の中を見ている」（Lippmann 1922＝

1987：216）という、大衆のステレオタイプに応

じてニュースを制作していることに対する危惧を

抱いている。つまり、「客観的事実に基づいて形

成される世論の数は、ありあわせの幻想による世

論の数に比べてきわめて少なかった」（同：112）

ということなのである。こうしたステレオタイプ

の（再）生産に当たって、多くのニュースが「二

項対立」のように構成されていると考えられる。

というのも、「真実を犠牲にしてまでも秩序を求

めるこの欲求は、人間の基本的な一特徴である」

（Dichter 1960＝1964：263）からである。したが

って、ステレオタイプが真実であるか、あるいは

真実の一部を含めるかはともかくとして、「大衆

デモクラシー」の性格はこうした「頭の中の画

像」に依存し、実際の政策決定に影響を及ぼして

いるといえよう。

1Ё2　幻の公衆、幻の輿論

　リップマンは単なるステレオタイプの働きを力

説するだけでなく、大衆デモクラシーの危険性を

も描いていた。後に彼は『幻の公衆』で大衆民主

主義の処方箋を提示している。

　かつて、ヘーゲルは「世論のなかにはいっさい

の虚偽と真実が含まれているが、そのなかの真実

のものを見つけるのが偉人の仕事である」（He-

gel 1821＝1967：576）と指摘した。では、偉人

の仕事とは何か。それは、ル・ボンが言ったよう

に、「群衆の想像力を刺戟する術を心得ることは、

群衆を支配する術を心得ることである」（Le Bon

1895＝1993：86）。事実、リップマンの主張はこ

うした議論の延長にすぎない。リップマンにとっ

て、世論は神の声ではなく、ただの行動を傍観す

る私心ある者の声にすぎないのである。そこで、

彼は全権を有する主権者としての公衆という理想
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は、誤った理想であると述べ、「公衆」は「ただ

の幻影」であるといっている。なぜならば、目の

届かない環境では、「すべての人々が公的事柄に

参加するわけではない」（Lippmann [1925]1993

＝2007：12）のであり、「市民が公的な問題に割

く時間はわずかであり、理論はともかく事実は、

何気ない関心と貧弱な欲望しか持っていない」

（同：18）。だからこそ、民主主義の無能力に対す

る救済を教育に訴えることは不毛だというのであ

る。さらに、リップマンは「もっとも可能性のあ

る試みは、市民が上手に新しい問題と取り組める

よう、思考や感情の手本を示すことである。しか

し、教育者はその手本を作り出せない。手本を描

くのは政治思想家の仕事である」（同：20）とさ

えいっている。

　それに対して、「幻の公衆」がなすべきことは

何であろう。リップマンによれば、環境は複雑だ

が、人の政治能力は単純である。ゆえに「部外

者」である公衆の一員が内情を知らず「関係者」

の視点を共有していない。したがって、「部外者」

である公衆がすることは意見の表明ではなく、提

案に協力するか反対するかである。つまり、リッ

プマンは徹底的に参加型民主主義という幻想を捨

て、責任や道徳を持つエリートに政策の討論およ

び決定を任せるべき、という姿勢を取っているの

である。たしかにそれは一面では現実的ではある。

しかしながらこの議論の末で提起されているのは、

観客的民主主義の助長にほかならないのではない

かという懸念である。また、リップマンのいう政

治思想家は高い道徳、責任を持つべきとするが、

果たしてそのような人間は存在するのか。結局の

ところ、彼の議論は「いわゆる『保守派』という

のは有象無象を手なづけることにより極端な献身

をしめす一派にすぎない」（Chomsky 2004＝

2008）のではないだろうか。事実、社会心理学の

視点からみれば、リップマンの世論に関する指摘

は鋭い。しかし今日に至っては、「プロパガンダ

を仕事とする専門家」が「メディアの効果」をは

かり、「世論調査」のみを通じて、「民衆統治志

向」の研究を求めることとなっている。

2．プロパガンダとしての世論

　リップマンの指摘から「如何に思考や感情の手

本を示すこと」が政治思想家の使命であることが

分かった。これに伴い、世論操作の技術が重視さ

れてきたのも不思議ではない。もともと政治宣伝

＝「プロパガンダ」と呼ばれる技術は古くから存

在していたが、20 世紀の総力戦体制によるイギ

リスでの情報省設立によって世論への影響力がは

じめて認識され、これを誘導するための国家組織

が出現したことは大きな変容である。無論、プロ

パガンダは本来の意味での輿論とは無関係である

かもしれないが、「創られた輿論」の視点からす

ると、むしろわれわれの問題の中核に違いないの

である。

2Ё1　合意の製造

　プロパガンダはもともと布教活動で使用されて

いた言葉であったが、政治領域において一般的に

「意図する政治目的へ相手を誘導するための組織

的、計画的な説得コミュニケーション行為」（里

見 2005：12）と定義できる。だが、ホロコース

トの記憶および冷戦とともに、戦後の自由主義世

界で「宣伝＝プロパガンダ」という言葉には、否

定的なイメージが定着していた（佐藤 2003）。そ

の代わり、自由主義の国々では広報・広聴活動

（Public Relation）、パブリシティといった用語が

使われている。もちろん、これらの言葉には一定

の形式上の区別ができるとはいえ、本質の内容は

変わらない。というのも、プロパガンダは本来、

道徳とは無関係のもので、「他人を、その宣伝な

しには彼らがそう行動しなかったであろうような

行動へと誘導する活動、あるいは技術である」

（Fraser 1957＝1962）から、宣伝の手段は道徳と

関連づけて論じても、宣伝自体の本質には関係な

いからである。さらにいえば、プロパガンダは政

治宣伝にとどまらず、教育や広告・報道までこの
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範疇に入れておくことも可能であろう。つまり、

以上のすべての活動はどのような社会体制であれ、

諸集団緊張の緩和や社会生活を円滑に運営してい

くために、人々の心理に訴えるために必要不可欠

なメカニズムに含まれているからである。したが

って、「社会の正常な機能を助ける『無数の小さ

な儀礼』というものを正しく認識しないと、プロ

パガンダはその形式のいかんを問わず、すべて非

難の対象になりがち」（Thomson 1977＝1983）

になる。であれば、「プロパガンダ」が歪曲的な

先入観で認識されることもやむを得ないであろう。

　もちろん、「プロパガンダ」が非難の言葉とし

て認識されてきたもう一つの理由として、それに

ともなう検閲と暴力があげられる。リップマンが

「宣伝という言葉のもっている厳密な意味での宣

伝が成立するためには、何らかのかたちで検閲を

受けなければならない」（Lippmann 1922＝

1987：63┡4）と指摘したように、他方、たしかに

プロパガンダはコミュニケーション領域での説得

活動であるが、「その背後には、物
０
理
０
的
０
装
０
置
０
（軍

隊・警察・裁判所）や法律・命令などの強
０
制
０
力
０
、

あるいは革命・暴動などにおけるような赤裸々な

暴力を伴なっている」（早川 1960：214）のであ

る。とくに、すでに触れたファシズム型とコミュ

ニズム型のプロパガンダを論じる際、検閲と暴力

は、どうしてもある種の記憶＝頭のなかの画像と

して非難される。

2Ё2　プロパガンダと世論

　では、なぜ政治指導者にプロパガンダが必要な

のか。それは「政治指導者は、自らが状
０
況
０
を
０
作
０
り
０

出
０
す
０
人
０
間
０
でなければならない。マンネリ化して、

何でも鵜
う

菟
の

みにして賛成するような、機械的なプ

ロセスを繰り返するだけの道具になってはいけな

い」（Bernays 1928＝2007：160）からである。

しかしながら、このことは「あるプロパガンダが、

ときとして真実ではない不誠実なものだとしても、

それだけの理由でプロパガンダの方法そのものを

否定してしまうことはできない」（同：164）とい

う論理も生じことになる。以下では、顕著な事例

として、ナチズム型、コミュニズム型、そしてリ

ベラリズム型のプロパガンダを見ていく。

　まず、ナチズムの宣伝原則は、例えば『わが闘

争』（ヒトラー）からも明確に示されている。ヒ

トラーにとってのプロパガンダは、学識あるイン

テリゲンツィアにではなく、冷静な熟慮よりもむ

しろ感情的な感じで考え方や行動を決めるという

女性的素質を持ち、女性的な態度をとる教養の低

い大衆に対するものである。こうした原則に基づ

けば、プロパガンダとは、「真理を客観的に探究

すべきではなく、絶えず自己に役立つものでなけ

ればならない」（Hitler 1925/1927＝1973）のであ

るから、証明することが難しい噓や事実もどきを

大きくし、繰り返すことになる。つまり、大衆の

不満の本質を合理的な概念で説明するのではなく、

ただ利用すればよい、というのがこの型のプロパ

ガンダの特徴なのである。もちろん、ナチス宣伝

の背後にある暴力機関の存在は言うまでもないが、

この型のプロパガンダの特徴は、決して単なる

「上から」ではなく、むしろ「下から」、すなわち

「なんらの伝統もなく、固定観念をもたない新し

い層は、ほかの社会階級にくらべていっそう宣伝

に浸透されやすい」（Domenach 1950＝1957：

113）という側面があることに注目すべきである。

　次に、コミュニズム型の宣伝は主にレーニンの

思想を背負っていることで知られる。革命以前、

レーニンは既にロシアの革命遂行の必要条件を

「階級意識」と「組織」にある、と指摘した。な

ぜならば、レーニンによれば、「この階級意識は

プロレタリアートの階級闘争のなかから、自然に

發生したものではない」（Lenin 1902＝1933：69）

ため、強力な革命家の組織によって指導されなけ

ればならなかったのである。そして、「大衆」と

「党」との間の組織・指導においては「新聞の重

要性」を論じている。周知のように、党と大衆と

の「伝導帯」として、新聞やラジオなどのマス・

コミュニケーションが新しい体制＝プロレタリア

ートの独裁を推進するには、より一層重要であっ

136



たことはいうまでもない。この場合、新聞は利潤

のための投資手段でもなく、世論を反映させる手

段でもない。それはただ、「ソヴェート民衆の指

導者、教師、案内者という、党が自ら規定した役

割において党の指導性を強化するために使用され

ねばならないことを意味するものと解釈されてい

る」（Inkeles 1950＝1955：294）という目的にの

み存在している。したがって、あらゆるメディア

も党中央委員会の直接の監督下にあり、党の検閲

統制から免れているものは一つもない。このこと

が否定的な意味のプロパガンダとして前述したフ

ァシズム型と同一視されている所以であるが、フ

ァシズム型のプロパガンダは単なる大衆を動員す

るための都合のよい口実にすぎない。それに対し

て、コミュニズム型は、「レーニン主義の視野に

たった宣伝は、戦術の翻訳であるが、しかし戦術

上の目標たるがためにそれがさししめす目標は、

やはり実際にめざしている目標にほかならない」

（Domenach 1950＝1957：34）という具体的な性

格を持っている点が異なる。

　両者の政治宣伝をリベラリズムの国々では、

「プロパガンダ」という用語に代わって、「PR」

（Public Relation）という言葉が使われている。

では、メディアが民営化され、正式な検閲制度が

存在しないような国々では、プロパガンダの働き

はないのか。その答えは当然“ノー”である。む

しろ、「メディアの多元性・中立性」というよう

な「神話」に見せかけて、巧妙的なプロパガンダ

を行っている場合が多い。チョムスキーらによれ

ば、たとえば、アメリカのようなリベラリズムの

国では、（1）マスメディアの有力企業の規模・所

有権の集中・オーナーの富・利益志向性（2）広

告というマスメディアの主要収入源（3）政府や

企業からの情報。またこうした権力の源泉や代理

人が資金と承認を与える「専門家」からの情報へ

のメディアの依存（4）メディアを統制する手段

としての「集中砲火
フ ラ ツ ク

」（5）国家宗教と化し、統制

集団となっている「反共産主義」（Chomsky ＆

Herman 2002＝2007）といった仕組みによって、

「プロパガンダ・システム」が、効率的に働いて

いる。しかもそのプロパガンダに対する批判精神

をすっかり麻痺させてしまう専門家、学者といっ

た知識人が一役買っている結果にもなっている。

　以上のように、社会体制がどうであろうともあ

らゆる宣伝は期待された目標を実現する上ではま

ったく同じ役割を果す。つまり、人間および社会

は操作する技術の前提下、「それは必然的に、ど

んな技術であれ、『技術的にできるもの』は利用

する、という方向に向かわせることになるのであ

る」（Merton 1946＝1970：303）。もちろん、「宣

伝は政治の単なる一機能だったが、いまや政治が

宣伝の一機能になっている」（M
ψ
unzenberg 1937

＝1995）、という本末転倒の現象を非難・批判

（または擁護）することは結構なことである。な

ぜならば、それを放棄することはむしろ非現実的

であるからだ。問題はむしろ逆に、「彼ら＝プロ

パガンダ、われわれ＝PR」という二元的な視点

で「彼らには世論が存在しない」と否定し、「対

抗プロパガンダ」の可能性という側面を「創られ

た輿論」から除外し、そのプロパガンダの結果の

みに注目する点にある。また、多くの研究は「メ

ディアの意見＝世論」とみなし、あえて検閲と強

力機関に抵抗するダイナミックな世論形成を見落

としているのである。

3．メディア・アジェンダとしての世論

　確かに、今日では情報収集・配分生産の組織と

してのマスメディアは、世論に対する強
０
い
０
指
０
導
０
力
０

を発揮し、取り上げた特定の議題がそのまま「世

論」として認識される傾向がある。しかしここで

まず確認しておかなければならないのは、マスメ

ディアはあくまでも世論機関であり、世論そのも

のではないことである。また、「マスメディアが

世論を決める」という命題においても、それは果

たして合理的に討議した市民の意見を代表してい

るものなのか、という疑問もある。以下では、今

日の世論研究でもっとも実証されている「メディ
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アのアジェンダ設定」を中心に、世論研究の問題

を検討する。

3Ё1　マスメディアは世論を決める？

　大衆の感情、あるいは態度に影響する側面を中

心に行うプロパガンダ研究と異なり、メディアの

効果は過大視でもなく、過小視でもない。とくに

世論形成のより初期の段階である注意の喚起や認

知の形成・補強に注目し、メディアの効果を再認

識する動きもある。再びリップマンの議論に戻れ

ば、ニュースはそれぞれのジャーナリストのある

種の頭の中の画像を通して制作されている。つま

り、毎日、どのような出来事をニュースとし、ど

のように報道するのか、といった作業はメディア

側が決めているのである。「多くの争点に関して

ニュース・メディアは、世論にとっては親のよう

な役割を果たすことになる。ニュース・メディア

は争点を生み出し、その結末に対しても影響力を

もつ」（McCombs, Einsiedel, Weaver 1991＝

1994：15）と言われるように、ある特定の多数の

人々が直接経験することがほとんどない争点をニ

ュース・メディアが強調し続けることによって、

それらの争点に対する公衆の関心も高まる傾向が

強い。これがメディアのアジェンダ設定機能であ

る。

　こうしたメディアの効果を一言でいえば、われ

われが「何について考えるか」という影響を与え

ることである。しかも一定の点火効果
プ ラ イ ミ ン グ

が加わるこ

とで、さらに特定のアジェンダに対して「どのよ

うに考えるべきか」にまで影響を及ぼす。また、

報道の量だけではなく、報道の質による「その争

点をいかに熟慮させるか」という「質的な議題設

定」（小川 2006）を行うという考えもある。他方、

着眼点は異なるがマスメディアという意見風土を

通じて、社会的孤立を回避、公然と示すべき態度

や行動が「沈黙の螺旋」（Noelle┳Neumann 1982

＝1997）という現象を生じ、ある意味同じような

結論になりがちである。つまり、これが「マスメ

ディアが世論を決める」と言われる所以であると

いえよう。

　もちろん、メディアが取り上げたアジェンダは

一定条件のもとで世論形成を行うために、その効

果の成立にも一定の限界があることに留意すべき

である。場合によっては、世論とメディアのアジ

ェンダは必ずしも一致しない。なぜなら、「それ

は争点の実質的内容や（個人の身近な出来事より

も、外国の重大事件についてのほうが効果は大き

いであろう）、争点がメディアで繰り返し報道さ

れる頻度、選挙キャンペーンについて知ろうとす

る有権者個人の動機づけ、有権者の教育程度やラ

イフスタイル、あるいはメディア接触のパターン

などによって規定される」（Weaver, Graber,

McCombs ＆ Eyal 1981＝1988：213）からであり、

メディアのアジェンダ設定はさまざまな要因によ

って変化し、普遍的ではない、ということも理解

しておかなければならない。

3Ё2　メディア・アジェンダ設定の矛盾

　さて、われわれが問わねばならないのは、仮に

メディアが世論形成に重要な影響力を持つにして

も、それらのアジェンダが豊富なメディア情報の

もと、熟慮を重ねたうえでの人々の選択であるか、

ということである。だが残念ながら、それはほと

んど「メディアが下した判断をそのまま信用して

受け入れる、といったタイプの行為であることの

ほうが多い」（Weaver, Graber, McCombs ＆

Eyal 1981＝1988：51）のである。したがって、

メディアがアジェンダ設定をする場合、人々が社

会的出来事に対する関心を持ち、理性的な討議を

経て世論を形成したとはいいがたい。他方、ニュ

ースの制作過程でもメディアが声なき民の代理人

として疎遠な問題・争点を提起し、最も適した選

択を行なう「メディアの責任」にも疑問が残る。

　以上のような問題を含め、次にメディア・アジ

ェンダ設定における研究視点の問題に触れたい。

とくに、メディア・ア
０
ジ
０
ェ
０
ン
０
ダ
０
といっても、本来

の意味での争点ではなく、ある程度一般的な「問

題領域」を表わすラベルであることが多い。しか
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も、多くの実証研究に欠けているのは、「個々の

問題領域の内実に立ち入って、そこで何が争われ

ているのかに注目することはまずなかったし、問

題領域の内実について、人びとがメディアから何

を学習しているかを調べることも稀だった」（竹

下 1998：207）。そもそも、これらの研究経緯か

らみると、「出来事
イ ベ ン ト

」と「争点
イシュー

」は曖昧のまま、

明確な区別をしない（Rogers ＆ Dearing 1988＝

1996）ため、当然ではあるが、「歴史的、政治社

会的、さらには文化的な制約に対する認識、そし

て理論やモデルに必然的に内在するイデオロギー

的側面に対する緊張感が乏しく、その種の問題に

対する関心が希薄であった」（大石 2005：103）

との問題点が伴う。もちろん、「社会的争点につ

いての世論過程は突発的な社会的事件による影響

を受けやすく、モデルの実証には確かに困難がつ

きまとう」（安野 2006：146）ということも事実

であるが、しかし世論を特定的な歴史状況・文脈、

または出来事から除外したまま、言及することは、

それはただの「静止状態」の世論にすぎない。

　以上のように、メディア・アジェンダ設定から、

「メディア（の効果）」が実証されてきたが、後者

である「アジェンダ」というものの問題点は解消

されていないことが言える。また、それらの研究

の多くは世論を「公然と表明できる意見」に限定

しているために、そ
０
う
０
で
０
は
０
な
０
い
０
意
０
見
０
を研究枠から

除外しているのである。より重要な問題は、これ

らのアプローチは、いわゆる「世論調査」に依存

し、場合によってはプロパガンダの専門家によっ

て、科学の外皮を装って世論を誘導する恐れがな

いわけではないのである。

4．世論調査としての世論

　├創られた輿論」の観点から、最後に言及しな

ければならないのは、「世論調査」というもので

ある。これは政府やマスメディアが頻繁に行なう

ことによって、今日の世論の大量生産の一因とな

っている。以下では、世論調査がどのように世論

を捉え、また世論調査に対する批判を踏まえて、

その問題点を検討してみたい。

4Ё1　世論調査における世論観

　├世論調査」（public opinion poll）は 19 世紀に

はじまるアメリカの大統領選模擬投票を原型とし、

1920～30 年代に隆盛する各種市場調査と密接な

関わりをもちつつ発展してきた（松本 1991）。で

は、世論調査はどのように世論を捉えているだろ

うか。その代表的な考えとして、林（1976）の議

論を見る。林によれば、世論とは政治哲学で論じ

た抽象概念ではなく、操作的なものとして捉えて

いる。より具体的にいえば、「世論とは『世論調

査の方法』によって明らかにされるものであり、

われわれが目ざす対象Ёこれも具体的にわれわれ

が定義せねばならないЁのある時点におけるある

問題群に対しての意見構造・分布（それを支える

態度構造を含めて）、あるいは意見構造・分布の

動態」（林 1976：7）と述べ、要するに「世論調

査の方法」以外の方法では世論を捉えられないと

いう。こうした考えに対して、「世論調査」は、

あくまでも「世論を測定するための単なる手段に

すぎない。それ以上にはどんな意味もない」

（Gallup 1972＝1976：4）とし、世論調査が世論

の単なるスナップ写真にすぎないという考えもあ

る。この指摘には、世論調査の盲信はあえて世論

調査で得た数字に対してЁたとえば選挙結果、消

費者の態度ないし経済効果Ё過剰の期待、つまり、

将来の結果を「予測」する錯覚が生起する恐れに

対する意見でもある。前述した林（1976）の議論

も、世論調査で得た「世論」もまた、ムード的、

情緒的、感傷的な結果であるために「盲信をして

はいけない」と世論調査の研究者たちは常に銘記

している。

　ただし、世論調査の技術上で、たとえば標本の

代表性、誘導尋問、回答拒否、プライバシーの侵

害、といった課題が山積して存在し、調査過程の

中でも常に誤差が伴うことも事実である。そこで、

より厳密な科学的調査の手順・倫理が求められて
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いる一方、世論調査の限界は正しく認識しなけれ

ばならない。にもかかわらず、今日では、「世論

調査で得た結果は世論である」という考えが主流

である。なぜならば、もし世論調査で得た結果が

世論ではないとすれば、政府やマスメディアが頻

繁に行ない、それを公表する理由はどこにもない

からである。

4Ё2　世論の「数神化」

　確かに、世論調査は潜在的な意見の分布を捉え

る上で 1つの方法である。しかし、世論調査の結

果をそのまま世論とみなしたなら、「その価値中

立性と客観性の欺瞞的な外妙化する意識操作と精

神管理の仕組みを人びとの目から隠蔽してきた」

（Schiller 1973＝1979：156）という危惧のもと、

あえてデモクラシーを阻害するかもしれないとい

う声もある。そこで、世論調査がもたらす弊害を

（1）調査主体（2）調査結果（3）調査対象といっ

た 3点から検討していきたい。

　まず、「調査主体」の方から見ていこう。一般

的に、世論調査の主体である政府やマスメディア

は基本的に世論調査の問題点を公に言及しようと

はしない。しかしながら、岡田の指摘によれば、

「『測定の道具』から『操縦の道具』への世論調査

の転化といわれる悲劇も、じつはこの調査主体・

機関の問題次元にかかわっている」（岡田 2005：

153）という。なぜなら、今日では「政治世界だ

けに限られていた世論調査はたちまち、メディア

に利益をもたらすもの、メディアを支えるものに

なった。そこではジャーナリストが重要な役割を

演じるのであるが、それは世論調査が読者たちに

よく売れる一『製品』であるように思われた」

（Champagne 1990＝2004：3）ため、よりよい

「製品」として、世論調査の結果を暗黙のうちに

主張・擁護していると思える。また、「世論調査

の後援者の多くは圧倒的に保守的勢力である」

（Schiller 1973＝1979）という指摘からも理解で

きるように、世論調査は既成権力の利益に仕える

テクノクラートの用具となる一面を持っているの

である。

　次に、調査結果の問題である。前述した世論調

査の過程において、さまざまな誤差（または改ざ

ん）が伴っているが、問題はそれを見極めること

が非常に困難なことである。実際、統計の手法を

経て得た数字データは「表面的な意見」を作り出

すことには役に立っている。しかも「それは外見

上の厳密さを介して幻覚を作り出すことにより、

伝達を容易ならしめる」（Sauvy 1956＝1957）の

である。また、山本が指摘したように「世論」の

本質は流動的なものであり、かつ技術上、調査自

体を反復することはほとんど不可能に近いため、

調査結果の“虚偽性”を完全に暴露することはき

わめて困難である。しかしながら、仮にそれらが

「虚偽の情報」としても、「情報それ自体としては

“存在”しているから、人間は、たとえ“虚偽”

の情報（“デマ”）ではあっても、その情報に反応

せざるをえない」（山本 1985：114）のである。

それは世論調査のリテラシーを強要しても、解消

できない問題でもある。

　最後に、「調査対象」を考える。世論調査は特

定の事件や事故に対して、十分な知識や関心を持

ち、意見を表明するときのみ、その有効性を持っ

ている。しかし、逆にいえば、「知識や関心が必

ずしもあるわけではない問題に対して、人は明確

な賛成、反対の意見を持っていないのが普通だ」

（吉田 2008：37）という指摘がある。また今日で

は電話による世論調査が主流となっているが、

「電話調査での回答者は多くの場合、ただ質問に

瞬間的、機械的に『反応』しているだけであり、

質問の内容を十分考えて答えているとは限らな

い」（佐藤 2006：113）という指摘どおり、世論

調査で得た結果は必ずしも熟慮した意見とは限ら

ない。さらにいえば、「メディアの『論調』が私

たちの『意見』に影響を与えるのと同様、メディ

アやその他の主体が実施する『世論調査の結果』

が世の中に一定の風潮を生み、人々の意見に影響

を及ぼす」（石川 2004）という問題もある。とい

うのも、世論調査は「世論を測定する方法」から
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「世論を生む親」となり、こうした「作り出され

たもの」を社
０
会
０
か
０
ら
０
の
０
「世論」とみなしてしまう

原因にほかならない。そのプロセスのなかにも、

「一方で圧力団体を無視しており、他方で、明示

的な言説という形では表明されることのない潜在

的な性向というものを無視」（Bourdieu 1984＝

1991：300）という問題点が孕んでいる。

　これまでの世論調査の問題を簡潔的に結論すれ

ば、世論という多様な社会現象を数字のみによっ

て捉えることで、その豊かな内容が捨象され一元

化になってしまった、と言える。同時に、それは

世論調査の専門家に任せる姿勢を強化することと

なり、本来、世論の担い手である大衆が「数神

化」した世論調査に疎外されているのである。結

局、世論調査が明らかにしているのは操作主義に

基づく「調査」であり、「世論」の現実の姿を捉

えていないということである。

5．結語Ё世論研究の構造転換への序言

　これまで、リップマンの「ステレオタイプ」を

はじめとする社会心理学的なアプローチ、すなわ

ち、「プロパガンダЁメディア・アジェンダ設定

Ё世論調査」といった「世論の三位一体」を検討

してきた。たしかに、「世論」を社会的・個人的

な「大衆の感情」として捉える視座では、一定の

説得力を持っているといえる。しかし、それらの

アプローチに内在する問題点から、その研究の核

は「民衆による統治」ではなく、「民衆を統治す

る」ことだといえよう。換言すれば、それは「科

学的手法」に基づき「創られた輿論」を見せかけ、

一種のイデオロギーを孕んでいるのである。そこ

で当然ながら、上の世論の三位一体に対するアン

チテーゼである「世論ではないものとしての世

論」を提起しなければならない。「世論ではない

ものとしての世論」とは、「政治的支配と一致し

ない、従って地下的な、被支配者の世論」（戸坂

[1934]1966）のである。この視点を入れ、本稿で

はこれまでの批判を踏まえ、世論研究の構造転換

を提示したい。

　第一、考えられる要因として、世論とは「特定

の歴史的政治的文脈に根ざして社会文化的に構成

される集合表象とイデオロギーとを体現してい

る」（岡田 2005：158┡9）のであれば、まず歴史

を織りなす「出来事」にまず注目すべきである。

しかし、たとえば、メディア・アジェンダ設定の

ように、従来の世論研究や社会科学の全体も含め、

一般的かつ普遍的な理論を描くことに専念してい

るため、こうした特殊・個別的な「出来事」を軽

視し、「突発し、一時的に歴史のつながりを中断

させる出来ごとを、いともたやすく、完全にとり

除いてしまう」（Morin 1969＝1997：367）傾向

が強いのである。実際、こうした出来事こそ世論

は一層重要な意味を持ち、しかも世論の最大な欠

点を表すのである。なぜならば、「熱狂した時期

に於て、反対意見を圧迫し、その聞くことを欲せ

ざる意見を沈黙せしめることである」（Bryce

1921＝1929／30）からである。

　次に、近年では、「メディア・イベント」（ダイ

アン＆カッツ）という概念がたしかに世論研究に

一定の新しい示唆を与えている。しかしながら、

この概念はしばしば、「メディア」に注目をし、

「イベント」そのものを無視する議論が多いと思

われる。また、メディア・イベントと称した研究

では、「争点なきイベント」を取り上げ、片面的

に構築された表象のみに注目するにとどまる傾向

がある。したがって、メディア・イベントの社会

統合機能を能天気に称賛し、「出来事の不在」の

問題を解消したものの、結果的には「争点不在」

のままとなってしまう。実際、世論の担い手の性

格を規定するのは、「それぞれの争点そのもので

ある」（井上 1963：107）ということだから、意

見の対立なきイベント自体は、そもそも「プロパ

ガンダ」から「民衆による統治」という方向へ向

かう保証はどこにもないのである。

　三点目として、取り上げた世論には争点が不在

なのであれば、どのような人々の意見が抹殺され

たか、ということを究明しなければならない。す
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でに触れたように、「政治的支配と一致しない、

従って地下的な、被支配者の世論」というのは一

般的に「社会の通念」＝支配的思想と相反するも

のであるゆえに、世間として把握すること極めて

困難である。だからといって、こうした世論を世

論研究の視野に入れなければ、たとえば「世論調

査」のような潜在的な意見を引き出す方法のみに

依存する研究は、そもそも世論の総体を捉えてい

ないのである。冒頭で述べた「政治的公共圏」の

議論も主に「市民的な読書公衆」のみに注目し、

そうではない人々＝「（歴史的）主体」の意見が

欠けていることは改めて指摘するまい。

　以上のように、本稿では「世論ではないものと

しての世論」における「出来事Ё争点Ё（歴史

的）主体」という三位一体の枠で「世論研究の構

造転換」を図るものとして示した。こうしたアプ

ローチは、「世論」を単なる少数の政治エリート

による説得のために操作されるものでもなく、マ

スメディアの効果による特定の議題が提起される

ものでもない。さらにいえば、それは既成の質問

事項に対する機械的な回答や争点なき意見でもな

い。社会心理学的アプローチに対するアンチテー

ゼの「世論ではないものとしての世論」から捉え

ようとするものは、さまざまな主体が、複雑な歴

史的出来事における社会的構造上の矛盾をめぐっ

て、対立しあう意見が如何に形成され、または消

滅されていくのか、ということにほかならない。

それが目指したのも「擬似デモクラシー」ではな

く、社会心理を含め、より総体的に世論を捉え直

し、その政治的主体を取り戻す志向である。以上

の示唆はあくまでも序 説
オーバーチユア

であるが、これから

の「世論の輿論化」に向けて必須の作業でもあろ

う。
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